
 

令和６年３月新卒者 採用内定取消し等の状況（令和６年６月末現在） 

※ 以下の各表中（）内の数値は、主として令和６年能登半島地震の影響によるもの。 

【採用内定取消し状況】 

（学校種別） 

 事業所数 人数 

合計 25（２） 47（２） 

中学生  ０    ０  

高校生 ８（０） 16（０） 

大学生等 17（２） 31（２） 

（※）大学生等とは、大学生、短期大学生、専修学校生等をいう。 

 

（産業別） 

  事業所数 人数 

合計 25（２）   47（２） 

農、林、漁業 ０    ０    

鉱、採石、砂利採取業 ０    ０    

建設業 ０    ０    

製造業 ７（０） 15（０） 

電気、ガス、熱供給、水道業 ０    ０    

情報通信業 ２（０） ６（０） 

運輸、郵便業 ０    ０    

卸売、小売業 ３（０） ５（０） 

金融、保険業 １（０） １（０） 

不動産、物品賃貸業 ０    ０    

学術研究、専門、技術サービス業 １（０） １（０） 

宿泊、飲食サービス業 ３（１） ８（１） 

生活関連サービス、娯楽業 ０    ０    

教育、学習支援業 １（０） １（０） 

医療、福祉 ５（０） ８（０） 

複合サービス事業 ０    ０    

その他サービス業 ２（１） ２（１） 

公務 ０    ０    

 

（企業規模別） 

  事業所数 人数 

合計 25（２） 47（２） 

 300 人以上 ２（０）   ２（０） 

100～299 人 ６（０） 14（０） 

 99 人以下 17（２） 31（２） 
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（地域別） 

  事業所数 人数 

合計 25（２） 47（２） 

北海道 ０    ０    

東北 ０    ０    

南関東 ３（０） 12（０） 

北関東・甲信 ０    ０    

北陸 ３（２） ３（２） 

東海 ５（０） ８（０） 

近畿 ４（０） ６（０） 

中国 １（０） １（０） 

四国 ２（０） ４（０） 

九州 ７（０） 13（０） 

 

※ 地域区分は次のとおり 

① 北海道（北海道） 

② 東北（青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島） 

③ 南関東（埼玉、千葉、東京、神奈川） 

④ 北関東・甲信（茨城、栃木、群馬、山梨、長野） 

⑤ 北陸（新潟、富山、石川、福井） 

⑥ 東海（岐阜、静岡、愛知、三重） 

⑦ 近畿（滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山） 

⑧ 中国（鳥取、島根、岡山、広島、山口） 

⑨ 四国（徳島、香川、愛媛、高知） 

⑩ 九州（福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄） 

 

 

（取消し理由別） 

  事業所数 人数 

合計 25（２） 47（２） 

企業倒産 ３（０） ５（０） 

経営の悪化 12（２） 26（２） 

別会社移行 ２（０） ６（０） 

その他 ８（０） 10（０） 

 

 

【採用内定取消しを受けた学生生徒の就職状況等】 

  人数 

合計    47（２） 

就職済み 29（２） 

就職活動中 ３（０）  

その他         ０     

不明 15（０） 
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【入職時期繰下げの状況】 

（学校種別） 

  事業所数 人数 

合計  １（１） １（１） 

中学生    ０     ０     

高校生 １（１） １（１） 

大学生等（※１） ０  ０    

（※１）大学生等とは、大学生、短期大学生、専修学校生等をいう。 

 

（産業別） 

  事業所数 人数 

合計 １（１） １（１） 

農、林、漁業 ０ ０ 

鉱、採石、砂利採取業 ０ ０ 

建設業          ０ ０ 

製造業 ０ ０ 

電気、ガス、熱供給、水道業 ０ ０ 

情報通信業 ０ ０ 

運輸、郵便業 ０ ０ 

卸売、小売業 ０ ０ 

金融、保険業 ０    ０    

不動産、物品賃貸業 ０ ０ 

学術研究、専門、技術サービス業 ０ ０ 

宿泊、飲食サービス業 １（１） １（１） 

生活関連サービス、娯楽業 ０ ０ 

教育、学習支援業 ０ ０ 

医療、福祉 ０ ０ 

複合サービス事業 ０ ０ 

その他サービス業 ０ ０ 

公務 ０ ０ 

 

 

（企業規模別） 

  事業所数 人数 

合計 １（１） １（１） 

300 人以上 １（１） １（１） 

100～299 人          ０             ０ 

99 人以下          ０             ０ 
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（態様別）（※１） 

  事業所数 人数 

合計  １（１） １（１） 

自宅待機    ０     ０     

入社日の延期 １（１） １（１） 

（※１）対象となる「入職時期の繰下げ」は、その態様により、以下のとおり分類される。 

 １ 採用内定の際に定められていた入社日は変更しないものの、事業主の都合により休業

させ、実際の就業をさせない措置（いわゆる「自宅待機」） 

 ２ 事業主都合により、採用内定の際に定められていた入社日を延期する措置（いわゆる

「入社日の延期」） 

 

 

（地域別） 

  事業所数 人数 

合計 １（１） １（１） 

北海道         ０             ０ 

東北         ０             ０ 

南関東    ０    ０ 

北関東・甲信 １（１） １（１） 

北陸         ０             ０ 

東海         ０             ０ 

近畿         ０             ０ 

中国         ０             ０ 

四国 ０                 ０ 

九州         ０             ０ 

 

※ 地域区分は次のとおり 

① 北海道（北海道） 

② 東北（青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島） 

③ 南関東（埼玉、千葉、東京、神奈川） 

④ 北関東・甲信（茨城、栃木、群馬、山梨、長野） 

⑤ 北陸（新潟、富山、石川、福井） 

⑥ 東海（岐阜、静岡、愛知、三重） 

⑦ 近畿（滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山） 

⑧ 中国（鳥取、島根、岡山、広島、山口） 

⑨ 四国（徳島、香川、愛媛、高知） 

⑩ 九州（福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄） 

 

【入職時期を繰り下げられた学生生徒の状況】 

  人数 

合計   １（１） 

入職済み            ０ 

入職日前に内定取消し            ０ 

入職日前に本人が辞退            ０ 

未入職     １（１） 
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（参考） 

新規学校卒業者の採用内定取消し件数の推移 

      

  事業所数 合計（人数） 
  

中学生 高校生 大学生等 

平成 21 年３月卒  447 2,143 1 381 1,761 

平成 22 年３月卒 63 163 1 64 98 

平成 23 年３月卒 196（143） 598（469） 0 338 260 

平成 24 年３月卒 53 101 0 63 38 

平成 25 年３月卒 39 76 0 34 42 

平成 26 年３月卒 31 54 0 30 24 

平成 27 年３月卒 29 60 0 36 24 

平成 28 年３月卒 32 82 0 40 42 

平成 29 年３月卒 24 86 0 20 66 

平成 30 年３月卒 22 73 0 29 44 

平成 31 年３月卒 23 35 0 19 16 

令和２年３月卒 82（52） 211（140） 0 44（23） 167（117） 

令和３年３月卒 37（25） 136（124） 0 20（13） 116（111） 

令和４年３月卒 27（８） 50（29） 0 25(10） 25(19） 

令和５年３月卒 25（３） 42（７） 0 24（２） 18（５） 

令和６年３月卒 25（２） 47（２） 0 16（０） 31（２） 

※ 平成 23 年３月卒、令和６年３月卒の（ ）内の数値は、主として震災の影響によるもの 

※ 令和２年３月卒から令和５年３月卒までの（ ）内の数値は、主として新型コロナウイルス感染症の影響 

によると考えられるもの 

※ 大学生等とは、大学生、短期大学生、専修学校生等をいう。 
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